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当社ウェブサイト
　https://www.vtec.co.jp/ja/ir/stockinfo/meeting.html

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第27回定時株主総会招集ご通知
拝　啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第27回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご通知申し上げま
す。本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置
事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載
しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよう
お願い申し上げます。

「2024年 定時株主総会」をご確認ください。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ
ェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認くださいますようお願い申し上
げます。

銘柄名（会社名）又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ
情報」を選択のうえ、ご確認ください。

なお、当日のご出席に代えて、書面（議決権行使書）若しくは電磁的方法（インター
ネット等）によって議決権を行使することができますので、お手数ですが後記の「株主総
会参考書類」をご検討のうえ、2024年６月25日（火曜日）午後５時50分までに議決権
を行使いただきますようお願い申し上げます。

敬　具
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⒈ 日 時 2024年６月26日（水曜日）午前10時
⒉ 場 所 神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134番地

横浜ビジネスパーク　ウエストタワー　７階　大会議室
（裏面の会場ご案内図をご参照ください。）

⒊ 目 的 事 項
報 告 事 項 　⒈　第27期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

　⒉　第27期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項 　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役５名選任の件
　第３号議案 監査役２名選任の件

記

⒋　招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
　　(１)議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の

意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
　　(２)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた

議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
　　(３)議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合

は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとして
お取り扱いいたします。

以　上
◎ 交付書面から一部記載を省略している事項
　・本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置

事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の
事項は、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、お送りする書面より除
いております。従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及
び計算書類は、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して監査をした
対象の一部であります。
⑴ 事業報告の「主要な借入先の状況」「新株予約権等の状況」

  「会社の体制及び方針」
⑵ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
⑶ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたし
ます。

－ 2 －



議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいま
すようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受
付にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示のう
え、切手を貼らずにご投函
ください。

次ページの案内に従って、
議案の賛否をご入力くださ
い。

日　時 行使期限 行使期限

2024年６月26日(水曜日）
午前10時

2024年６月25日(火曜日）
午後５時50分到着分まで

2024年６月25日(火曜日）
午後５時50分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行
使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使
をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワ
ードを入力することなく、議決権行使ウェブサイ
トにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み
取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」を入力しクリックし
てください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」
をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用
いただくことが可能です。
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（2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで）
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 事業の経過及び成果

① 事業の概況
　当連結会計年度における世界経済は、ウクライナ危機に加えて、中東情勢
の緊張が一層強まる中、景気の停滞が続く欧州、回復の勢いに欠ける中国、
そして堅調な米国と地域によりバラつきが見られ、全般的に先行きが不透明
な状況が継続しました。米国では、金融引締め局面にもかかわらず好調な個
人消費を受けて、景気は堅調に推移した一方、中国では、民間やインフラ投
資が伸長したものの、不動産開発投資の大幅な減少から、景気回復は低い伸
びに留まりました。わが国では、企業の設備投資やインバウンド需要が堅調
に推移し、景気の回復は緩やかに推移しました。
　当連結会計年度の当社グループの連結業績につきましては、売上高は373
億3千5百万円（前期売上高431億4千6百万円）、営業利益は8億4千6百万円
（前期営業利益9億8千6百万円）、経常利益は11億1千2百万円（前期経常
利益17億円）、親会社株主に帰属する当期純利益は7億7千8百万円（前期親
会社株主に帰属する当期純利益2億6千万円）となりました。
　当連結会計年度の当社グループの受注金額は、377億8千8百万円（前期
370億7千2百万円）となりました。この結果、当連結会計年度末の受注残高
は371億円（前期366億4千7百万円）となりました。
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　当連結会計年度におけるセグメント別概況は、次のとおりであります。
(ＦＰＤ装置事業)
　フラットパネルディスプレイ(ＦＰＤ)装置事業においては、パネル市況の
悪化より、設備投資が停滞しました。当連結会計年度の当社グループのＦＰ
Ｄ装置事業の受注金額は202億5千3百万円（前期206億5千4百万円）、受注
残高は198億9千9百万円（前期219億4百万円）となりました。また、当連
結会計年度の当社グループのＦＰＤ装置事業の連結業績につきましては、売
上高は222億5千8百万円（前期329億2千7百万円）、営業損失は2千5百万
円（前期営業利益9億8千万円）となりました。

(半導体・フォトマスク装置事業)
　半導体・フォトマスク装置事業においては、当社事業に関連する設備投資
は概ね計画通りに推移しました。当連結会計年度の当社グループの半導体・
フォトマスク装置事業の受注金額は165億1千万円（前期154億6千1百万
円）、受注残高は172億円（前期147億4千2百万円）となりました。また、
当連結会計年度の当社グループの半導体・フォトマスク装置事業の連結業績
につきましては、売上高は140億5千2百万円（前期92億6千2百万円）、営
業利益は12億3千4百万円（前期2億5千4百万円）となりました。

② 設備投資の状況
　　　当連結会計年度における設備投資の額は7億4千4百万円であり、その主な

ものはサーバー設備及びＰＣであります。なお、金額には自社利用ソフトウ
ェアの購入等による無形固定資産の取得1億9千6百万円を含んでおります。

③ 資金調達の状況
　　　当連結会計年度において、金融機関からの借入による資金調達や株式又は

社債の発行による資金調達で重要なものはありません。
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⑵ 重要な事業再編等の状況
　2023年４月に、当社は株式会社EORICとの合弁により、株式会社LE-
TECHNOLOGYを設立し、連結子会社といたしました。なお、当社の持株
比率は80.0％であります。
　2023年10月に、当社子会社の株式会社ナノシステムソリューションズと
株式会社イーエフイーは、株式会社ナノシステムソリューションズを存続会
社とする吸収合併を行いました。
　2023年11月に、当社子会社のV-TEC Co., Ltd.とVN Systems Taiwan 
Co., Ltd.は、VN Systems Taiwan Co., Ltd.を存続会社とする吸収合併を
行い、V Technology Taiwan Co., Ltd.に社名変更いたしました。

区 分
第　24　期
2020年4月から
2021年3月まで

第　25　期
2021年4月から
2022年3月まで

第　26　期
2022年4月から
2023年3月まで

第　27　期
(当連結会計年度)
2023年4月から
2024年3月まで

売 上 高(百万円) 55,186 51,418 43,146 37,335

経 常 利 益(百万円) 6,836 5,868 1,700 1,112
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 3,513 4,198 260 778

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 363円
41銭

434円
21銭

26円
92銭

80円
65銭

総 資 産(百万円) 80,591 72,601 71,387 75,606

純 資 産(百万円) 32,915 34,540 33,884 34,639

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,233円
74銭

3,534円
40銭

3,475円
25銭

3,571円
35銭

⑶ 財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）⒈１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、期中平均の発行済株式の総数（自己株式数
を控除後）に基づき算出しております。

 ２.１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額の算定において、信託財産として株式会社日本
カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期中平
均株式数は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

 ３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第25期の期首
から適用しており、第25期から第27期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した
後の数値となっております。
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区 分
第 24 期

2020年4月から
2021年3月まで

第 25 期
2021年4月から
2022年3月まで

第 26 期
2022年4月から
2023年3月まで

第 27 期
(当事業年度)
2023年4月から
2024年3月まで

売 上 高(百万円) 48,615 39,366 30,053 23,700

経 常 利 益(百万円) 7,317 5,447 2,341 2,536
当期純利益又は当
期 純 損 失 （ △ ）(百万円) 5,411 3,791 985 △3,154
１株当たり当期純利益又は１株
当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ）

559円
66銭

392円
14銭

101円
87銭

△326円
82銭

総 資 産(百万円) 71,398 64,886 63,794 61,843

純 資 産(百万円) 30,389 32,980 32,842 29,104

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,142円
19銭

3,410円
78銭

3,396円
47銭

3,023円
95銭

② 当社の財産及び損益の状況

（注）⒈１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額は、期中平均
の発行済株式の総数（自己株式を控除後）に基づき算出しております。

２.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額の算定におい
て、信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式を自己株式と
して処理していることから、期中平均株式数は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出し
ております。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第25期の期首
から適用しており、第25期から第27期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した
後の数値となっております。

⑷ 親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
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会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

V Technology Korea
Co.,Ltd.

（単位：WON）
598百万 100.0％ 韓国における当社製品の受注営業

及びテクニカルサポート
V Technology Taiwan 
Co., Ltd.

（単位：NTD）
18,550千 100.0％ 台湾における当社製品の受注営業

及びテクニカルサポート
Kunshan V Technology 
Co., Ltd.

（単位：人民元）
11,074千 100.0％ 中国における当社製品の受注営業

及びテクニカルサポート
VETON TECH LIMITED （単位：人民元）

2,795千 100.0％ 中国における当社製品の受注営業
及び新規事業開拓

オー・エイチ・ティー㈱ （単位：円）
420百万 100.0％ 各種電気検査装置の企画・開発・

製造・販売
㈱ブイ・イー・ティー （単位：円）

490百万 100.0％ 次世代蒸着マスクの製造

㈱ナノシステムソリューシ
ョンズ

（単位：円）
90百万 100.0％

半導体製造装置、検査装置、光学
関連機器及び画像解析機器の開
発・製造・販売

② 重要な子会社の状況

（注）１.2023年10月に、当社子会社の株式会社ナノシステムソリューションズと株式会社イーエフイ
ーは、株式会社ナノシステムソリューションズを存続会社とする吸収合併を行いました。

２.2023年11月に、当社子会社のV-TEC Co.,Ltd.とVN Systems Taiwan Co.,Ltd.は、VN 
Systems Taiwan Co.,Ltd.を存続会社とする吸収合併を行い、V Technology Taiwan 
Co.,Ltd.に社名変更いたしました。

⑸ 対処すべき課題
①経営環境

　当連結会計年度における世界経済は、ウクライナ危機に加えて、中東情
勢の緊張が一層強まる中、景気の停滞が続く欧州、回復の勢いに欠ける中
国、そして堅調な米国と地域によりバラつきが見られ、全般的に先行きが
不透明な状況が継続しました。米国では、金融引締め局面にもかかわらず
好調な個人消費を受けて、景気は堅調に推移した一方、中国では、民間や
インフラ投資が伸長したものの、不動産開発投資の大幅な減少から、景気
回復は低い伸びに留まりました。わが国では、企業の設備投資やインバウ
ンド需要が堅調に推移し、景気の回復は緩やかに推移しました。
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②中長期的な成長に向けた取組み
　当社グループは、独自の技術開発に加え、Ｍ＆Ａや他社との協業によ
り、半導体やディスプレイといった電子デバイスの製造に不可欠で付加価
値の高い製品やサービスをお客様にお届けし、デバイス製造の上流から下
流に至る様々な工程に向け、多角的な製品展開を進めることで事業の規模
の拡大を実現しています。
　また、市況の急変に機動的に対応できる生産体制を整えることで、持続
的かつ安定的な成長を図る取り組みを行うと共に、成長が期待できる電子
デバイス分野とは異なる市場での新しい事業の立上げにも挑戦していま
す。

③主な取組み
・半導体分野での取組み

　半導体・フォトマスク装置事業の分野では、アドバンスドパッケージ分
野に注力しており、特に露光技術（Direct Imaging）や電気検査技術
（O/Ｓ検査）の開発を進め、新製品を市場に投入いたしました。フォト
マスクの検査・測定技術や、シリコンウェハの検査技術の開発を進め、３
つの新製品について販売を開始しています。
　また、半導体用のウェットプロセス及び真空プロセス装置を幅広く手掛
けるジャパンクリエイト株式会社を子会社化いたしました。今後は、グル
ープ全体としてシナジーが発揮できる環境の整備を進め、更なる事業の拡
大に努めてまいります。

・FPD分野での取組み
　ＦＰＤ装置事業の分野では、ＡＲ/ＶＲ用のＯＬＥＤ製造に寄与する蒸
着技術や蒸着マスクの開発に加え、中小型ＯＬＥＤの歩留まりや廃棄ロス
を軽減するサルベージ（良品化）技術を開発、お客様へのサービスの提供
を開始しております。

・農業分野での取組み
　中国での合弁会社での事業に加え、アグリ事業本部を設立し、千葉及び
御殿場農場での生産や、楽天市場等でのＥＣ販売を進めております。ま
た、更なる生産や販路の拡大に取組むと共に、ＹＲＰイノベーションセン
ターの試験農場において、農業生産の自動化や省力化技術の開発を行いま
した。
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・生産及び開発拠点の新設
　研究開発拠点としてＹＲＰイノベーションセンターを設立、半導体関係
装置の生産拠点の機能だけではなく、これまで分散していた開発機器を集
結し、エンジニアが直接装置に触れることで、机上では得られない貴重な
ノウハウ取得や発想の転換から新製品につながるイノベーションを生み出
します。
　また、開発成果を自社生産へ迅速に展開すると同時に、製品設計の共通
化等を進めることで製造コストの削減や短納期化、品質の向上を実現させ
るなど、製品競争力の向上に向けた取り組みを重ねています。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻
を賜りますようお願い申し上げます。
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区　　分 主　要　製　品　名

Ｆ Ｐ Ｄ 装 置

光配向膜露光装置 AEGISシリーズ
大型ガラス基板露光装置 RZシリーズ
ロール to ロール露光装置 DZシリーズ
外観検査装置 Capricornシリーズ
カラーフィルター欠陥修正装置 Jupiterシリーズ
TFT欠陥修正装置 Taurusシリーズ
精密座標測定装置 Mercuryシリーズ
微小寸法測定装置 Venusシリーズ

半 導 体 ・
フ ォ ト マ ス ク 装 置

シリコンウェーハ検査装置 MS-1000シリーズ
自動塗布現像装置 LITHOTRAC Dual-1000 シ

リーズ
レジスト現像速度測定装置 RDA-800Twinシリーズ
マスクレス露光装置 DL-1000Aシリーズ
MRAM用非接触電気検査装置 UFシリーズ
電子回路基板検査装置 SRVシリーズ
レジストレーション精度測定装置 PMARSシリーズ
外観検査装置 Dioneシリーズ
欠陥修正装置 Pictorシリーズ
半導体用マスクライター Stark R6シリーズ
精密座標測定装置 Mercury SHRシリーズ
欠陥修正装置(FIB) Dracoシリーズ
欠陥修正装置 Sculptorシリーズ
外観検査装置 Geminiシリーズ

⑹ 主要な事業内容（2024年３月31日現在）
当社グループは、ＦＰＤ装置、半導体・フォトマスク装置等の開発、製造

及び販売を主要な事業と位置づけております。
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当　社 （本社）
　神奈川県横浜市
（YRPイノベーションセンター）

神奈川県横須賀市
V Technology Korea Co., Ltd. 　韓国
V Technology Taiwan Co., Ltd. 　台湾
Kunshan V Technology Co., Ltd. 　中国
VETON TECH LIMITED 　香港
オー・エイチ・ティー株式会社 　広島県福山市
株式会社ブイ・イー・ティー （本社）

　神奈川県横浜市
（米沢工場）
　山形県米沢市

株式会社ナノシステムソリューションズ 　沖縄県うるま市

⑺ 主要な事業所（2024年３月31日現在）

（注）１.2023年10月に、当社子会社の株式会社ナノシステムソリューションズと株式会社イーエ
フイーは、株式会社ナノシステムソリューションズを存続会社とする吸収合併を行いまし
た。

 ２.2023年11月に、当社子会社のV-TEC Co., Ltd.とVN Systems Taiwan Co., Ltd.は、
VN Systems Taiwan Co., Ltd.を存続会社とする吸収合併を行い、V Technology 
Taiwan Co., Ltd.に社名変更いたしました。

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
955名 8名増

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
244名 4名増 46.9歳 8.2年

⑻ 使用人の状況（2024年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）上記使用人数には、嘱託社員及び派遣社員等の数は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況

（注）上記使用人数には、子会社への出向者、嘱託社員及び派遣社員等の数は含んでおりません。
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① 発行可能株式総数 35,180,600株
② 発行済株式の総数 10,057,600株
③ 株主数 8,332名（前事業年度末809名減）

株 主 名 持株数 持 株 比 率

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ （ 信 託 口 ） 1,186,200株 12.15％

杉 本 重 人 1,174,600株 12.04％

㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 448,738株 4.59％

J P モ ル ガ ン 証 券 ㈱ 194,459株 1.99％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ GLOBAL SERVICES SE, 
LUXEMBOURG RE CLIENTS NON-TREATY ACCOUNT 126,900株 1.30％

J P  M O R G A N  C H A S E  B A N K  3 8 5 7 8 1 126,071株 1.29％

㈱ S B I 証 券 115,514株 1.18％

I N T E R A C T I V E  B R O K E R S  L L C 94,700株 0.97％

モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー M U F G 証 券 ㈱ 86,053株 0.88％

島 根 良 明 82,600株 0.84％

株式数 交付対象者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 9,010株 ３名

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況(2024年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（302,348株）を控除して計算しており、小数点第3位を切り捨てて表示して
おります。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状
況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．⑵④取締役及び監査役の報酬等」に記載
しております。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 杉 本 重 人

㈱ブイ・イー・ティー取締役
V-Tech Shining Color 
Technology(Kunshan)Co., Ltd.董事長

取 締 役
専 務 執 行 役 員 神 澤 幸 宏

管理本部長
経営企画室長
V Investment China Co., Ltd.董事長
VETON TECH LIMITED董事長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 天 日 和 仁

アグリ事業本部長
V-Technology(Shanghai)Human 
Resource Management Co., Ltd.董事長
V Technology Taiwan Co., Ltd.董事長
Imec Agricultural Technology (Suzhou) 
Co., Ltd. 董事長

取 締 役 城 戸 淳 二
国立大学法人山形大学卓越研究教授
国立大学法人山形大学学術研究院教授有機
材料システム研究科
㈱ベジア代表取締役社長

取 締 役 西 村 豪 人 MIRAI経営戦略研究所代表

常 勤 監 査 役 中 原 有 庸

監 査 役 住 田 勲 勇

監 査 役 宇 田 賢 一 学校法人新潟総合学園事業創造大学院大学
名誉教授

監 査 役 阿 比 留 修

⑵ 取締役及び監査役の状況
① 取締役及び監査役（2024年３月31日現在）

（注）1.取締役城戸淳二氏及び西村豪人氏は、社外取締役であります。
 2.監査役宇田賢一氏及び阿比留修氏は、社外監査役であります。
 3.監査役中原有庸氏、監査役宇田賢一氏及び監査役阿比留修氏は、以下のとおり、
　 財務及び会計に関する相当程度の知識を有しております。
　・監査役中原有庸氏は、財務会計部門における長年の経歴を有しております。
　・監査役宇田賢一氏は、金融機関での投資事業経験を有しております。
　・監査役阿比留修氏は、金融機関での内部監査経験を有しております。
 4.当社は、社外取締役城戸淳二氏、西村豪人氏及び社外監査役宇田賢一氏、

 阿比留修氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
 同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額
としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社及び当社の国内子会社の取締役、監
査役及び執行役員（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険
者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を締結しております。保険料は会社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
ことのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、
１年毎に契約更新をしております。なお、被保険者の職務の執行の適正
性が損なわれないようにするための措置として、当社の採用する役員等
賠償責任保険では公序良俗に反する行為を原因とする損害賠償を補償の
対象外としております。

④ 取締役及び監査役の報酬等
　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別
の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役の
指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性及び客観性を強化し、コー
ポレートガバナンスのさらなる充実を図るため、任意の指名・報酬委員
会を設置しており、決定方針は指名・報酬委員会に諮問し答申内容を踏
まえて決議いたしました。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
て、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内であることや、報酬等の
内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合して
いることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断してお
ります。取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次の
とおりです。
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ア. 報酬に関する基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ
ィブとして⼗分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、
個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な⽔準と
することを基本方針としております。具体的には、業務執行機能を担
う社内取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、非金銭報酬とし
ての株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、
その職務に鑑み、基本報酬のみを⽀払うこととしております。監査役
の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、常
勤、非常勤の別、業務担当の状況を勘案して、監査役の協議により決
定しております。

イ. 基本報酬に関する方針
(報酬等の付与時期や条件の決定に関する方針を含む。)
　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当事業年度の報
酬についてはその事業年度の６月に取締役会にて役位、職責、在任年
数に応じて他社⽔準、当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して
決定するものとしております。社外取締役については、あらかじめ定
められた定額の固定報酬が基本報酬であり、その事業年度の６月の取
締役会において改めて決定され、月毎に現金報酬として⽀給しており
ます。

ウ. 業績連動報酬等に関する方針
当社では業績連動報酬等は導入しておりません。
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① 本制度の対象者 当社取締役（社外取締役を除く。）

② 対象期間 2021年3月末日に終了する事業年度から
2025年3月末日に終了する事業年度まで

③
②の対象期間において、①の対象者に交付
するために必要な当社株式の取得資金とし
て当社が拠出する金銭の上限

合計金300百万円

④ 当社株式の取得方法 自己株式の処分による方法又は取引所市場
（立会外取引を含む。）から取得する方法

⑤ ①の対象者に付与されるポイント総数の上
限 1事業年度あたり20,000ポイント

⑥ ポイント付与基準 役位等に応じたポイントを付与

⑦ ①の対象者に対する当社株式の交付時期 原則として退任時

 エ. 非金銭報酬等に関する方針
(報酬等の付与時期や条件の決定に関する方針を含む。)
　非金銭報酬等は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会に基
づき、取締役３名を対象に導入した株式報酬制度を指します。当社の
業績及び株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、中長期
的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的
として導入しております。株式報酬制度は、当社が金銭を拠出するこ
とにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与す
るポイントの数に相当する数の当社株式が信託を通じて各取締役に対
して交付される株式報酬制度であり、取締役が当社株式の交付を受け
る時期は、原則として取締役の退任時と定めております。
　当社は、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に
対し、信託期間中の株式交付規程に定めるポイント付与日において、
各役位に応じたポイントを付与しております。取締役は原則としてそ
の退任時に所定の受益者確定手続を行うことにより、付与を受けたポ
イントの数に応じて、当社株式の交付を信託から行われることになっ
ております。
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基本報酬 非金銭報酬

代表取締役 83.0％ 17.0％

取締役 87.0％ 13.0％

オ. 報酬等の割合に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事

業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬
⽔準を踏まえ、上位の役位ほど非金銭報酬のウェイトが高まる構成と
し、任意の指名・報酬委員会において検討を行います。取締役会
（カ．の委任を受けた代表取締役兼社長執行役員）は任意の指名・報
酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合
の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとしており
ます。
　なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、以下のとおりとしており
ます。

カ. 報酬等の決定の委任に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき、代表取締役兼社

長執行役員である杉本重人がその具体的内容について委任を受けるも
のとし、その権限の内容は各取締役の基本報酬の額としております。
代表取締役兼社長執行役員に委任をした理由は、当社を取り巻く環境
及び経営状況等を最も熟知しているからであります。取締役会は、当
該権限が代表取締役兼社長執行役員によって適切に行使されるよう、
任意の指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の
委任を受けた代表取締役兼社長執行役員は、当該答申の内容に従って
決定をしなければならないこととしております。なお、株式報酬は、
当社取締役会で定める株式交付規程に基づき⽀給しております。
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役員区分
報酬等の総額

(百万円)
報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数(名)基本報酬 非金銭報酬等

取締役
(うち社外取締役)

250
(21)

215
(21)

34
(－)

５
(２)

監査役
(うち社外監査役)

29
(12)

29
(12)

－
(－)

5
(3)

合計
(うち社外役員)

279
(34)

244
(34)

34
(－)

10
(5)

キ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）⒈ 取締役の報酬限度額は、2017年６月27日開催の第20回定時株主総会において、年額5億円
（うち社外取締役分年額4千万円以内）以内と決議いただいております。なお、取締役の報
酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。当該株主総会終結
時の取締役の員数は、７名（うち、社外取締役は１名）です。

⒉ 監査役の報酬限度額は、2017年６月27日開催の第20回定時株主総会において、年額5,000
万円以内と決議いただいております。監査役の報酬総額には、2023年6月27日開催の第26回
定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名（うち社外監査役は１名）を含んでおり
ます。なお、当該株主総会終結時の監査役の員数は、４名（うち社外監査役は２名）です。

⒊ 社内取締役の非金銭報酬は、2020年６月25日開催の第23回定時株主総会において、2017年
６月27日開催の第20回定時株主総会において決議いただきました取締役の報酬限度額（年額
５億円（うち社外取締役分年額４千万円以内）以内。なお、取締役の報酬等の額には、使用
人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）とは別枠であるとの決議をいただい
ております。当該株主総会終結時の社内取締役の員数は、３名です。概要に関しては、
「エ．非金銭報酬等に関する方針」のとおりであります。
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 城 戸 淳 二

当事業年度に開催された取締役会16回のすべてに
出席いたしました。他社での豊富な企業経営経験と
豊富な専門知識を活かし、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おります。特に当社の有機EL事業について研究者
の観点から適宜必要な助言、提言を行っていただい
ており、重要な役割を果たしております。また、任
意の指名・報酬委員会の委員長も務め、当社運営に
客観的な立場から携わっていただいております。

⑶ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係
・社外取締役城戸淳二氏は、国立大学法人山形大学卓越研究教授、国立大
学法人山形大学学術研究院教授有機材料システム研究科であります。当
社グループは、研究開発の一部を国立大学法人山形大学城戸研究室へ委
託しており、当該研究の実施に必要な費用として国立大学法人山形大学
に支払った当社グループ全体の委託費用は、過去3年間で年平均18百万
円（消費税除く）ですが、これは2022年事業年度における国立大学法
人山形大学の経常収益の額（46,450百万円）の0.03%に相当する額で
あり、極めて僅少であります。

　同氏は株式会社ベジアの代表取締役社長であります。当該兼職先と当社
との間には特別の関係はありません。
・社外取締役西村豪人氏は、MIRAI経営戦略研究所代表であります。当該
兼職先と当社との間には特別の関係はありません。
・社外監査役宇田賢一氏は、学校法人新潟総合学園事業創造大学院大学の
名誉教授であります。当該兼職先と当社との間には特別の関係はありま
せん。
・社外監査役阿比留修氏と当社との間に特別な関係はありません。

② 社外役員の当事業年度における主な活動状況
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区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 西 村 豪 人

当事業年度に開催された取締役会16回のすべてに
出席いたしました。会社経営の経験を踏まえ、広範
な視野から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を行っております。特に
経営コンサルタントで培った経験及び知識を踏ま
え、当社の経営戦略策定について適宜必要な助言、
提言を行っていただいており、重要な役割を果たし
ております。また、任意の指名・報酬委員会の委員
も務め、当社運営に客観的な立場から携わっていた
だいております。

監 査 役 宇 田 賢 一

当事業年度に開催された取締役会16回及び監査役
会９回のすべてに出席いたしました。会社経営の経
験から、監査役として、取締役会及び監査役会にお
いて意思決定の適正性を確保するための助言、提言
を行っております。金融機関での投資事業経験を基
に当社会計監査において、特に力を発揮しておりま
す。

監 査 役 阿 比 留 修

2023年６月27日就任以降、当事業年度に開催され
た取締役会13回及び監査役会９回のすべてに出席
いたしました。金融機関での内部監査やコンプライ
アンスに関する豊富な経験と知識を踏まえ、監査役
として、取締役会及び監査役会において意思決定の
適正性を確保するための助言、提言を行っておりま
す。
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支 払 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 62百万円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 62百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　有限責任監査法人トーマツ
② 報酬等の額

 （注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は合
計額で記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額
について同意の判断をいたしました。

３. 当社の一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している
Deloitte Touche Tohmatsuのメンバーファームに対して監査証明業務に基づく報酬5百万
円を支払っております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 解任又は不再任の決定の方針
　会社都合のほか、法令違反等会計監査人の職務の執行に支障があり、
改善されない場合に、監査役会は、会計監査人の解任又は不再任を株主
総会の会議の目的事項とします。
　監査役会は、会計監査人が下記事項に定める項目のいずれかの場合に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人
を解任又は不再任いたします。
　この場合、監査役会が選定した監査役が解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人解任又は不再任及びその理由を報告します。

・会社法第340条第1項各号に該当すると判断される場合
・会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処

分を受けた場合
・その他、会計監査人の監督品質、品質管理、独立性、総合的能力等の具

体的要素を列挙し、それらの観点から監査を遂行するに不十分であると
判断した場合等

　この事業報告は、注記のない限り、次により記載しております。
１. 記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。
２. 比率は、小数点第２位を四捨五入しております。
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（2024年３月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
特 許 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

67,045
23,096
24,716
165
477

12,274
2,780
3,980
△445
8,560
4,098
2,227
310
770
493
132
141
22

886
515
15
356

3,575
1,014
1,531
561
651

△182 　

流 動 負 債 29,299
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,429
電 子 記 録 債 務 5,956
短 期 借 入 金 866
1年内返済予定の長期借入金 9,009
リ ー ス 債 務 9
未 払 金 828
未 払 法 人 税 等 285
前 受 金 4,496
賞 与 引 当 金 381
製 品 保 証 引 当 金 865
受 注 損 失 引 当 金 9
そ の 他 1,162

固 定 負 債 11,666
長 期 借 入 金 10,550
リ ー ス 債 務 122
繰 延 税 金 負 債 1
退 職 給 付 に 係 る 負 債 456
資 産 除 去 債 務 208
株 式 給 付 引 当 金 310
そ の 他 16

負 債 合 計 40,966
純 資 産 の 部

株 主 資 本 32,727
資 本 金 2,847
資 本 剰 余 金 2,503
利 益 剰 余 金 29,387
自 己 株 式 △2,011

その他の包括利益累計額 1,644
その他有価証券評価差額金 242
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,402

非 支 配 株 主 持 分 267
純 資 産 合 計 34,639

資 産 合 計 75,606 負 債 純 資 産 合 計 75,606

連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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（2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 37,335
売 上 原 価 26,730

売 上 総 利 益 10,604
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,758

営 業 利 益 846
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 60
補 助 金 収 入 52
為 替 差 益 303
そ の 他 135 551

営 業 外 費 用
支 払 利 息 60
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 187
そ の 他 37 285
経 常 利 益 1,112

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 73
持 分 変 動 利 益 11 84

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1
減 損 損 失 14 15

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,181
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 581
法 人 税 等 調 整 額 21 603
当 期 純 利 益 578
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 200
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 778

連 結 損 益 計 算 書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 渡 金
前 払 費 用
関係会社短期貸付金
未 収 入 金
未 収 消 費 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
著 作 権
投資その他の資産
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

47,675
13,982
110
237

17,846
22

9,115
1,789
726
71

1,800
759
1,250
391
△427
14,168
2,870
1,618
64
79
12
6

635
431
23
0

115
65
50

11,182
9,235
5,565
1,332
447
350

△5,747　

流 動 負 債 23,520
支 払 手 形 102
買 掛 金 3,931
電 子 記 録 債 務 5,650
短 期 借 入 金 50
1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 8,208
リ ー ス 債 務 4
未 払 金 862
未 払 費 用 75
前 受 金 3,607
預 り 金 74
賞 与 引 当 金 168
製 品 保 証 引 当 金 606
受 注 損 失 引 当 金 49
そ の 他 128

固 定 負 債 9,219
長 期 借 入 金 8,631
リ ー ス 債 務 19
退 職 給 付 引 当 金 265
株 式 給 付 引 当 金 287
資 産 除 去 債 務 15
負 債 合 計 32,739

純 資 産 の 部
株 主 資 本 28,869
資 本 金 2,847
資 本 剰 余 金 2,503
資 本 準 備 金 2,503
利 益 剰 余 金 25,528
その他利益剰余金 25,528
別 途 積 立 金 1,300
繰 越利益剰余金 24,228

自 己 株 式 △2,011
評価・換算差額等 234
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 234
純 資 産 合 計 29,104

資 産 合 計 61,843 負 債 純 資 産 合 計 61,843

貸　借　対　照　表

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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（2023年 4 月 1 日から
2024年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 23,700
売 上 原 価 16,211

売 上 総 利 益 7,489
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,893

営 業 利 益 595
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,594
為 替 差 益 349
そ の 他 43 1,987

営 業 外 費 用
支 払 利 息 38
そ の 他 8 46
経 常 利 益 2,536

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 11 11

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
関 係 会 社 株 式 評 価 損 102
貸 倒 引 当 金 繰 入 5,565 5,667

税 引 前 当 期 純 損 失 3,119
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 66

法 人 税 等 調 整 額 △31 35
当 期 純 損 失 3,154

損　益　計　算　書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 京　嶋　清兵衛
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菊　池　寛　康

独立監査人の監査報告書
2024年５月29日

株 式 会 社 ブ イ ・ テ ク ノ ロ ジ ー
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
                    横浜事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ブイ・テ
クノロジーの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の
連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ブイ・テクノロジー及
び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連
結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

連結計算書類に係る会計監査報告
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任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び
監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内
容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明
するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を
通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す
ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき
連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関
する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結
計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切
であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算
書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社
の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の
重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
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　監査人は、監査役及び監査役会 に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響 
を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会
計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 京　嶋　清兵衛
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菊　池　寛　康

独立監査人の監査報告書
2024年５月29日

株 式 会 社 ブ イ ・ テ ク ノ ロ ジ ー
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
                     横浜事務所

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ブ

イ・テクノロジーの2023年４月１日から2024年３月31日までの第27期
事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び
監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り
があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計
算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算

書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理
的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する
意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従
って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐
疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実
施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の
重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお
ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響
を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための 
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第27期事業年
度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所と新たな
子会社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受け主に常勤監査役による往査を行いました。
事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。また、社外取締役との連携につきましては、定期的な意見交
換会をはじめとした日頃の連携に向けた取り組みを行いました。以上の方法に基
づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし
た。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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常 勤 監 査 役 中 原 有 庸
監 査 役 住 田 勲 勇
社 外 監 査 役 宇 田 賢 一
社 外 監 査 役 阿 比 留 修

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその
附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内
容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2024年５月29日
株式会社ブイ・テクノロジー　監査役会

　
以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　　剰余金の処分につきましては、以下のとおりにいたしたいと存じます。

当社は、将来の事業拡大や経営基盤強化のために必要な内部留保の充実を図
りつつ、配当の安定性・継続性を考慮のうえ、経営成績に応じた利益還元を行
うことを基本方針としております。上記の基本方針及び当期業績等を勘案し、
第27期の期末配当金は、下記のとおりとさせていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

⑴ 配当財産の種類
金銭

⑵ 配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき30円　　総額292,657,560円

⑶ 剰余金の配当が効力を生じる日
2024年６月27日（木曜日）
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

男性

1

すぎ

杉
もと

本
しげ

重
と

人

（1958年７月９日）

1981年４月 株式会社測機舎(現株式会社ト
プコン）入社

1996年４月 同社計測営業部部長
1997年12月 当社代表取締役社長
2005年６月 株式会社ブイ・イメージン

グ・ テクノロジー代表取締役
社長

2017年12月 株式会社ブイ・イー・ティー
取締役（現任）

2019年６月 当社代表取締役兼社長執行役
員（現任）

 開発本部長
2020年４月 V-Tech Shining Color 

Technology (Kunshan) Co., 
Ltd.董事長（現任）

(選任の理由)
創業以来、代表取締役として強いリーダー
シップを発揮し、グループの発展を牽引
し、企業価値向上に努めてきたこと、豊富
な経営経験を有する経営者であり、また卓
越した業界知識を持つことから、グループ
の発展及び更なる企業価値向上に不可欠と
判断されることにより、引き続き取締役と
して適任と判断いたしました。

1,174,600株

第２号議案　取締役５名選任の件
取締役５名全員は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役５名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

男性

２

かん

神
ざわ

澤
ゆき

幸
ひろ

宏

（1962年10月17日）

1987年４月 住友信託銀行株式会社（現三井
住友信託銀行株式会社）入社

2005年６月 当社入社
2010年１月 当社財務部長
2014年６月 当社執行役員財務・経理部長
2017年６月 当社取締役管理担当兼財務・経

理部長
2019年６月 当社取締役兼執行役員管理本部

長兼社長室長
2019年10月 V Investment China Co.,Ltd.

董事長（現任）
2020年６月 当社取締役兼常務執行役員管理

本部長兼社長室長兼経営企画室
長

2023年４月　VETON TECH LIMITED董事
長（現任）

2023年６月 当社取締役兼専務執行役員管理
本部長兼経営企画室長（現任）

(選任の理由)
入社以来、主に管理部門の責任者として経
験・実績を重ね経営を支えてきたこと、多
くのＭ&Ａ案件をまとめ業績を向上させた
実績などグループの発展及び更なる企業価
値向上に不可欠と判断されることにより、
引き続き取締役として適任と判断いたしま
した。

4,000株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

社外

独立

男性

３

き

城
ど

戸
じゅん

淳
じ

二

（1959年2月11日）

1989年３月 山形大学助手工学部高分子化学
科

1995年５月 山形大学助教授工学部物質工学
科

1996年４月 山形大学助教授大学院工学研究
科 生体センシング機能工学専攻

2002年11月 山形大学教授工学部機能高分子
工学科

2007年４月 国立大学法人山形大学教授大学
院理工学研究科有機デバイス工
学専攻

2009年７月 ユウロピウム株式会社代表取締
役社長

2010年４月 国立大学法人山形大学卓越研究
教授（現任）
大学院理工学研究科有機デバイ
ス工学専攻
ナチュラルプロセスファクトリ
ー株式会社代表取締役社長

2015年６月 当社社外取締役（現任）
オーガニックライティング株式
会社取締役

2016年４月 国立大学法人山形大学学術研究
院教授有機材料システム研究科
（現任）

2016年11月 株式会社ベジア代表取締役社長
（現任）

2017年４月 株式会社フラスク取締役

(選任の理由及び期待される役割の概要)
1993年に初の白色有機ELの開発に成功する
など、有機ELディスプレイ等についての豊
富な経験に基づく見識と、企業経営者とし
ての実績を有しており、任意の指名・報酬
委員会の委員長を務めるなど、これまで社
外取締役として適切な助言及び提言を行っ
てきた実績を踏まえ、引き続き社外取締役
として適任と判断いたしました。同氏が選
任された場合には、引き続き上記役割を果
たすことを期待しております。

0株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

社外

独立

男性

４

にし

西
むら

村
ひで

豪
と

人

（1953年７月14日）

1978年４月 三菱商事株式会社入社
2002年６月 同社エネルギー事業開発部長
2006年12月 エムシー・エクスプロレーショ

ン株式会社（現三菱商事天然ガ
ス開発株式会社）常務取締役経
営企画本部長

2007年６月 同社常務執行役員 CFO
2008年３月 同社代表取締役常務執行役員 

COO
2009年４月 三菱商事株式会社理事

三菱商事石油開発株式会社（現
三菱商事天然ガス開発株式会
社）代表取締役副社長

2013年10月 エー・アイ・キャピタル株式会
社常勤顧問

2017年10月 MIRAI経営戦略研究所代表（現
任）

2018年６月 当社社外取締役（現任）

(選任の理由及び期待される役割の概要)
経営コンサルタントや長年にわたる実業界
での経験に応じて培われた経営戦略策定に
関する高い見識をもとに、任意の指名・報
酬委員会の委員を務めるなど、客観的な視
点から社外取締役として適切な助言及び提
言を行ってきた実績を踏まえ、引き続き社
外取締役として適任と判断いたしました。
同氏の選任された場合には、引き続き上記
役割を果たすことを期待しております。

0株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

新任

社外

独立

女性

５

たて

立
やま

山
じゅん

純
こ

子

（1980年10月29日）

2006年10月 弁護士登録
外国法共同事業法律事務所リン
クレーターズ入所

2009年４月 外務省国際協力局気候変動課
2012年10月 第一中央法律事務所（現任）

(選任の理由及び期待される役割の概要)
弁護士として企業法務の実務に精通してお
り、当該経験及び見識に基づき、当社のコ
ーポレート・ガバナンスの強化のために適
切な役割を果たすことができるものと判断
し、社外取締役候補者といたしました。当
社は、同氏に対して、弁護士としての法律
的な専門的見地に基づく経営全般への提
言、外務省における執務経験に基づく脱炭
素経営の観点からの助言等を通じて、経営
の監督機能の強化に寄与していただくこと
を期待しております。
なお、同氏は過去に会社の経営に関与した
ことはありませんが、上記の理由により、
社外取締役としての職務を適切に遂行する
ことができるものと判断しております。

0株

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 城戸淳二氏、西村豪人氏及び立山純子氏は、社外取締役候補者であります。
3. 城戸淳二氏は当社社外取締役ですが、社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって9年と

なります。同氏の当事業年度における主な活動等は、事業報告の「⑶社外役員に関する事項」
に記載のとおりであります。

4. 西村豪人氏は当社社外取締役ですが、社外取締役の在任期間は本総会終結の時をもって6年と
なります。同氏の当事業年度における主な活動等は、事業報告の「⑶社外役員に関する事項」
に記載のとおりであります。

⒌ 当社は、城戸淳二氏及び西村豪人氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が規定する額としております。両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続
する予定であります。また、立山純子氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を
締結する予定であります。

⒍ 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約
を締結しており、当該保険契約の概要は、事業報告の「⑵取締役及び監査役の状況」に記載の
とおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含められるこ
とになります。また、当該保険契約は次回更新時も同内容での更新を予定しております。

⒎ 当社は、城戸淳二氏及び西村豪人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。また、立山純子氏についても、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満
たしており、独立役員として届け出る予定であります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

男性
1

すみ

住
た

田 
いさ

勲
お

勇
（1943年８月21日）

1970年４月 松下電器産業株式会社（現パナ
ソニック株式会社）入社

1995年５月 北米Plasmaco Inc.転勤　上席副
社長

2003年９月 NBC株式会社入社　技術顧問
2008年10月 当社入社　執行役員ソーラーシ

ステム事業推進統括
2010年６月 執行役員　企画担当兼企画部長
2012年４月 執行役員　企画担当
2012年６月 当社監査役（現任）

（選任の理由）
長年の実業界における経験及び当社での企画
担当執行役員の経験により、グループの事業
運営にかかる十分な経験と知識を有すること
から、取締役会及び監査役会において意思決
定の適正性を確保するための助言、提言を行
ってきた実績を踏まえ、引き続き監査役とし
て適任と判断いたしました。

0株

第３号議案　監査役２名選任の件
監査役住田勲勇氏及び宇田賢一氏の２名は本総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

新任

社外

独立

男性

２

ち

千
ば

葉
 

 
しげ

繁
き

樹

（1957年９月18日）

1981年４月 株式会社博報堂入社
1997年７月 株式会社タイ博報堂 副社長
2008年４月 株式会社博報堂DYホールディ

ングス グループ総務局長代理
2012年４月 同社 グループ総務局長
2016年４月 同社 参与
2016年12月 株式会社アイレックス入社 人事

総務部長
2017年６月 同社 取締役経営管理本部長

(選任の理由及び期待される役割の概要)
当社グループの事業と異なる分野で培われ
た内部監査やコンプライアンスから財務ま
で経営管理分野に関する豊富な知識及び豊
富経験をもとに、今後監査役として、監
査・監督機能を十分に発揮し、当社グルー
プの成長・価値向上に貢献することが期待
できることから、社外監査役候補者といた
しました。

０株

（注）⒈ 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
⒉ 千葉繁樹氏は、社外監査役候補者であります。
⒊ 当社は、住田勲勇氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令が規定する額としております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定
であります。また、千葉繁樹氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締結する
予定であります。

⒋ 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約
を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の「⑵取締役及び監査役の状況」に
記載のとおりです。監査役候補者の選任が承認されますと、当該保険契約の被保険者に含めら
れることになります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。

⒌ 千葉繁樹氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員とし
て届け出る予定であります。
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氏名 独立性
※東証届出 企業経営 研究開発 財務会計

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
／

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

取
締
役

社
内

杉本 重人 ● ●
神澤 幸宏 ● ● ●

社
外

城戸 淳二 ● ● ●
西村 豪人 ● ● ●
立山 純子 ● ●

監
査
役

社
内

中原 有庸 ●
住田 勲勇 ●

社
外

阿比留 修 ● ● ● ●
千葉 繁樹 ● ● ●

氏名 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
経験

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
／
営業

人材開発 業界専門
知識

ｻﾌﾟﾗｲ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

取
締
役

社
内

杉本 重人 ● ● ●
神澤 幸宏 ●

社
外

城戸 淳二 ● ●
西村 豪人 ●
立山 純子 ●

監
査
役

社
内

中原 有庸 ● ●
住田 勲勇 ● ●

社
外

阿比留 修
千葉 繁樹 ● ●

【ご参考】取締役及び監査役候補者の選任承認後の当社役員スキル・マトリックス

(注)各役員が保有するスキルのうち、特に秀でたスキルを最大５つ記載しております。
以　上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134番地

横浜ビジネスパーク　ウエストタワー　７階　大会議室

至二俣川
相鉄線 天王町駅

至横浜

神明社

ウエストタワー

横浜銀行

保土ヶ谷駅

・最寄駅
　相鉄天王町駅ＹＢＰ口下車徒歩４分
　ＪＲ保土ヶ谷駅下車徒歩12分
　ＪＲ保土ヶ谷駅下車
　シャトルバス約６分
　※シャトルバスは無料です。

・駐車場の用意はいたしており
　ませんので、お車でのご来場
　はご遠慮くださいますようお
　願い申しあげます。

入口入口
横浜ビジネスパーク

至
横
浜

ルネサンス天王町
公園

ウエストタワー

車寄せ

横浜ビジネスパーク乗り場

商店街 横浜

保土ヶ谷駅西口

タクシーのりば

ａｕショップ

ＪＲ保土ヶ谷駅

保土ヶ谷駅乗り場
（シャトルバスのご案内）

保土ヶ谷駅西口発車の時刻表　　※　なお、シャトルバス乗り場には案内板が
（シャトルバス）　　　　　　　　ございませんのでご注意ください。
＜９時＞
00，12，24，36，48


